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内閣府



国
交付金（１/２） 都道府県

市町村

【対象事業】

①先駆性のある取組

・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体の形成、中核的人

材の確保・育成、地域経済牽引

例）ローカル・イノベーション、ローカル・ブランディング（日本

版ＤＭＯ）、生涯活躍のまち、

働き方改革、小さな拠点、空き店舗 等

②先駆的・優良事例の横展開

・地方創生の深化のすそ野を広げる取組

【手続き】

〇 地方公共団体は、対象事業に係る地域再生計画（５ヶ年度以内）を作

成し、内閣総理大臣が認定します。

○地方創生の新展開を図るため、地方創生推進交付金により支援し

ます。

①地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的で先

導的な事業を支援

②ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の「縦割

り」事業を超えた取組を支援

③地域再生法に基づく法律補助の交付金とし、安定的な制度・運

用を確保

地方創生推進交付金（内閣府地方創生推進事務局）

30年度概算決定額 １,０００億円 （29年度予算額 １,０００億円）

事業概要・目的 対象事業・具体例

資金の流れ

具体的な
「成果目標（KPI）」

の設定

「PDCAサイクル」
の確立

（１/２の地方負担については、地方財政措置を講じます）

①ハード事業割合

・計画期間を通じたハード事業の割合は、原則として５割未満。

・ただし、ソフト事業との連携により、高い相乗効果が見込まれる場合

は、５割以上（上限８割未満）になる事業であっても申請可能。

②横展開タイプの交付上限額の引上げ（事業費ベース）

【都道府県】 先駆 6.0億円（29年度：6.0億円）

横展開 2.0億円（29年度：1.5億円）

【市区町村】 先駆 4.0億円（29年度：4.0億円）

横展開 1.4億円（29年度：1.0億円）

③KPIの実績に基づいた事業計画の見直し
・申請時に、実績を踏まえたPDCAサイクルによる事業の見直しを反映し

た事業計画の提出。

30年度からの運用改善
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地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、認定地域再生計画に基づく事業に対する特別の措置として、地域来訪者等利便増進活動計
画の作成及びこれに基づく地域来訪者等利便増進活動に関する交付金の交付等を追加するとともに、地方活力向上地域特定業務施設整備計画に基
づく課税の特例の適用範囲の拡大等の措置を講ずる。

地域再生法の一部を改正する法律

法案の概要

４.小さな拠点の形成に資する株式会社に係る課税の特例の拡充

【現行制度の概要】

【改正内容】

中山間地域等における雇用創出や生活サービス（小さな拠点形成事業）を行
う株式会社に対し個人が出資した場合、出資額について寄付金控除を適用

設立時出資を新たに課税の特例の対象に追加【第16条】

⇒中山間地域等における雇用や生活サービスの確保

１.企業の地方拠点強化に関する課税の特例等の拡充

【現行制度の概要】

【改正内容】

本社等の特定業務施設の東京23区からの移転（移転型事業）又は地方に
おける拡充（拡充型事業）を行う事業者を課税の特例等により支援

○課税の特例等の適用範囲の拡大【第５条第４項第５号、第５章第６節】

近畿圏中心部及び中部圏中心部から東京圏への人口の転出超過の状況等
を踏まえ、移転型事業を実施した場合に課税の特例等を受けられる地域として、
近畿圏中心部及び中部圏中心部を追加

⇒東京一極集中を是正し、地方における良質な雇用の場を創出

＜法改正以外の課税の特例の拡充内容＞
・移転型事業の拡充として、立地環境が整った中山間地域も支援対象
地域とする
・小規模オフィス等の移転・拡充を支援するため、従業員要件（10人以
上→５人以上）等を引下げ

○地方交付税による減収補塡措置の拡充【第17条の６】

現行では固定資産税等の不均一課税を行った場合に国から地方公共団体
へ減収補塡が講じられるが、移転型事業に限り課税免除を行った場合も減
収補塡の対象に追加

２.地域再生エリアマネジメント負担金制度の創設

○海外のBID制度等を参考とし、市町村が、地域再生に資するエリアマネジメン
ト活動に要する費用を、受益者から徴収し、エリアマネジメント団体に交付する
官民連携の制度を創設

・・・地域の発意や受益者の2/3以上の同意を要件

⇒フリーライダーの発生を防ぎ、安定的な活動財源を確保し、地域再生に資する

エリアマネジメント活動を促進

※ＢＩＤ･･･Business Improvement District

３.商店街活性化促進事業の創設

○市町村が商店街活性化のために作成する計画に対し、中小企業への資金調
達面での支援や商店街振興組合の設立要件の緩和、関係省庁による予算措
置など、商店街の活性化の取組を重点的に支援【第17条の13、第17条の15、第17条の16】

○計画区域内の空き店舗の所有者等に利活用を促すため、指導・助言・勧告等
の手続きを整備【第17条の14】
（居住実態が無いことが確認され、勧告された建築物については、固定資産税の住宅用地特例の対象外）

⇒空き店舗等の活用等による商店街の活性化

○地域の賑わいの創出に寄与する施設（自転車駐輪施設、
観光案内所等）を都市公園の占用許可対象に追加【第17条の10】

【制度のイメージ図】（第17条の７～第17条の９）

①地域来訪者等利便増進活動計画の申請
（区域、活動内容、効果、受益者等を記載）

市町村

受益者（事業者） 受益者（事業者）

一定のエリア

③負担金徴収

エリアマネジメント団体

④交付金の交付
⑤地域来訪者等利便
増進活動の実施
（賑わいの創出・
公共空間の活用 等）

②計画の認定

【エリアマネジメント活動の例】

（第５条第４項第６号）

オープンスペースの活用

イベントの開催
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◆近年、民間が主体となって、賑わいの創出、公共空間の活用等を通じてエリアの価値を向上させるためのエリアマネ
ジメント活動の取組が拡大。

◆他方、エリアマネジメント活動では、安定的な活動財源の確保が課題。特に、エリアマネジメント活動による利益を
享受しつつも活動に要する費用を負担しないフリーライダーの問題を解決することが必要。

（民間団体による自主的な取組であるため、民間団体がフリーライダーから強制的に徴収を行うことは困難）

◆このため、海外におけるＢＩＤの取組事例等を参考とし、３分の２以上の事業者の同意を要件として、市町村が、エ
リアマネジメント団体が実施する地域再生に資するエリアマネジメント活動に要する費用を、その受益の限度におい
て活動区域内の受益者（事業者）から徴収し、これをエリアマネジメント団体に交付する官民連携の制度（地域再生
エリアマネジメント負担金制度）を創設し、地域再生に資するエリアマネジメント活動の推進を図る。

※ＢＩＤ･･･Business Improvement District。米国・英国等において行われている、主に商業地域において地区内の事業者等が組織や資金調達等に
ついて定め、地区の発展を目指して必要な事業を行う仕組み。

来訪者等の増加により事業機会の拡大や収益性の向上を図り、地域再生を実現

※３分の１超の事業者の同意に基づく計画期間中
の計画の取消等についても、併せて規定

イベントの開催 オープンスペースの活用

賑わいの創出に伴い必要となる
巡回警備

【制度の概要】【地域再生に資するエリアマネジメント活動】

自転車駐輪施設の設置

⑥
徴
収

③申請
（※３分の２以上の
同意が必要）

負担金条例

市町村

地域来訪者等利便増進
活動計画 （５年以内）

エリアマネジメント団体 （法人）

受益者（事業者）
（小売業者、サービス業者、不動産賃貸業者 等）

⑦
交
付

⑤制定

⑧エリアマネジメント活動
一定の地域

受
益
者
負
担
金

交
付
金

国 （内閣総理大臣）

地域再生計画①申請 ②認定

④認定
（※市町村議会の議決
を経る必要）

区域、活動内容、効果、
受益者、資金計画等を記載

平成３０年地域再生法改正関係
平成３０年６月１日公布・施行

地域の来訪者又は滞在者の利便の増進やその増加により経済効果の増進
を図り、地域における就業機会の創出や経済基盤の強化に資する活動

（例）
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地域再生法の一部を改正する法律（商店街活性化促進事業）

商店街振興組合の設立要件の緩和 信用保険の特例による資金調達支援 空き店舗等の利活用促進

・市町村は、地域の経済的社会的活動拠点である商店街の活性化に向けた具体的なプランである「商店街活性化促進事業計画」を作成す

ることができる。

・当該計画には、①商店街を活性化すべき区域、②商店街の目指すべき基本的な方針、③市町村が実施する施策（利用可能な制度等の情

報提供、空き店舗のあっせん等）、を定め、市町村が主導して関係事業者を含め地域一丸となって商店街の活性化に取り組む。

・国は、当該計画に対し、中小企業への資金調達面での支援や商店街振興組合の設立要件の緩和、関係省庁による予算措置など、商店街

の活性化の取組を重点的に支援。さらに計画区域内の空き店舗の所有者等に利活用を促すため、指導・助言・勧告等の手続きを整備。

30 20

※地域における事業者の３分の２以上が組合員

となることで組合が組成される

組合の設立要件である、小売商業又は
サービス業に属する事業を営む者の「30
人」以上が近接してその事業を営む市の
区域に属する地域としているところを、「20
人」とする。

（振興組合設置によるメリット）
・金融機関からの融資等
・国、市町村等からの支援
・全国商店街振興連合会の講習など

計画に基づき事業を行う中小企業者の資
金調達に関し、保証を行う信用保証協会
と日本政策金融公庫との保険契約につい
ての特例を措置し、円滑な借入れを支援。

①付保限度額の別枠化（通常の倍額）

②填補率の引上げ（７割→８割）

③保険料率の最高限度の水準の引下げ
（１００分の３→１００分の２）

事業・住宅等として活用してないことが常
態である建築物・土地の所有者等に対し、

①必要な情報の提供、指導、助言その他
の援助を実施。

②相当な期間を設けて当該建築物等を計
画に即した事業の用その他の用途に供
すことを要請。

③相当な期間を経ても要請に係る措置が
講じられていないときは、調査を実施。

④調査の結果、要請に係る措置を講じな
いことに正当な理由がないと認めるとき
は、当該措置を講ずるよう勧告。

なお、居住実態が無いことが確認され、勧告さ

れた建築物については、固定資産税の住宅

用地特例の対象外。

※勧告の対象とならないもの
①年に数度、帰省等の際に管理などを実施
②構造上一体となっている一部に使用実態
③貸そうとしているものの借り手が見つからない
④自然災害による損壊などやむを得ない状況

ＫＰＩ：計画前後で比較して、計画区域における年間総売上高を５％向上

現行制度：３０人 計画区域：２０人

保
証
料
・

回
収
金

保
険
料
・

回
収
金

保
証
・

代
位
弁
済

中小企業 金融機関

信用保証協会

日本政策金融公庫

融資

包
括
保
険

保
険
金

※特例

信
用
保
証
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総務省
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○ 平成30年3月31日現在、都道府県及び指定都市については全団体、その他の市
区町村については９９．６％の団体において、公共施設等総合管理計画を策定済み。

区分
都道府県 指定都市 市区町村 【参考】合計

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

回答団体数 47 100.0% 20 100.0% 1,721 100.0% 1,788 100.0%

策定予定有 47 100.0% 20 100.0% 1,721 100.0% 1,788 100.0%

内
訳

策定済 47 100.0% 20 100.0% 1,714 99.6% 1,781 99.6%

未策定 0 0.0% 0 0.0% 7 0.4% 7 0.4%

予策
定定
時完
期了

H30年度 0 0.0% 0 0.0% 4 0.2% 4 0.2%

H31年度
以降

0 0.0% 0 0.0% 3 0.2% 3 0.2%

策定予定無 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

※「％」表示については、表示単位未満を四捨五入している関係で、合計が一致しない項がある。

公共施設等総合管理計画策定取組状況等に関する調査（平成30年3月31日現在）
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公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の改訂概要

各地方公共団体において、策定した総合管理計画の推進を総合的かつ計画的に図るとともに、総合管理計画について不断の
見直しを実施し、充実させていくため、「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」を改訂（H30.2）。

総合管理計画の推進体制等について

１． 全庁的な体制構築

個別施設計画の策定や具体的な施設の適正管理
に係る取組の検討について、各施設所管部局を中
心に行われ、全体として、効果的な計画の推進がな
されないおそれがあるため、総合管理計画の策定・
改訂の検討段階から、全庁的な体制を構築して取り
組むことが望ましいこと。

（例）
・公共施設等の情報の管理・集約

・個別施設計画策定の進捗管理、総合管理計画の進捗
状況の評価等の集約

・部局横断的な施設の適正管理の取組を検討する場の
創設

２． ＰＤＣＡサイクルの確立

総合管理計画に定めたＰＤＣＡサイクルの期間ごと
に、設定した数値目標に照らして取組を評価し、計画
の改訂につなげていくなど、ＰＤＣＡサイクルの確立
に努めることが望ましいこと。

総合管理計画の充実について

３． 総合管理計画の不断の見直し・充実

総合管理計画の策定後も、点検・診断や個別施設
計画に記載した対策の内容等を反映させるなど、不
断の見直しを実施し順次充実させていくことが望まし
いこと。

４． 維持管理・更新等に係る中長期的な経費の見
込み

維持管理・更新等に係る中長期的な経費の見込み
について、以下の区分により示すことが望ましいこと。
※財源の見込みについても記載することが望ましい。

・期間：30年程度以上
・会計区分：普通会計及び公営事業会計
・建物区分：建築物及びインフラ施設
・経費区分：維持管理・修繕、改修及び更新等

５． ユニバーサルデザイン化の推進方針

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を

契機として、公共施設等の適正管理を行う中でユニ
バーサルデザイン化を推進していくため、「ユニバー
サルデザイン2020行動計画」におけるユニバーサル

デザインの街づくりの考え方を踏まえ、「ユニバーサ
ルデザイン化の推進方針」について記載すること。 12



PDCA
サイクル

個別施設計画 A 個別施設計画 B 個別施設計画 C 個別施設計画 D

平成32年度までに策定完了

総合管理計画策定の目的
・更新・統廃合・長寿命化等を計画的に行うことによる財政負担の軽減・平準化
・公共施設等の最適配置の実現

中長期的な維持管理・更新等の経費の見込み

○ 公共施設等の管理の基本的な方針

●計画期間
●全庁的な取組体制等
●公共施設等の管理の基本的な考え方
① 点検・診断の実施方針
② 維持管理・更新等の実施方針
③ 安全確保の実施方針
④ 耐震化の実施方針

●PDCAサイクルの推進方針

既存施設を耐用年数経過時に単純更新した場合の（自然体の）経費見込み

個別施設計画に基づく対策効果を反映した経費見込み

充当可能な財源の見込み比較

公共施設等総合管理計画
個別施設計画等の進捗に伴って充実、改訂
平成28年度までに策定

対策による効果額

数値目標の設定
・公共施設等の数・延べ床面積等に関する目標
・トータルコストの縮減・平準化に関する目標

公共施設等総合管理計画におけるPDCAサイクルのイメージ

○ 公共施設等の現況及び将来の見通し

⑤ 長寿命化の実施方針
⑥ ユニバーサルデザイン化の推進方針
⑦ 統合や廃止の推進方針
⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための

体制の構築方針

平成33年度までに記載
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平成29年度に創設した「公共施設等適正管理推進事業債」について、長寿命化事業の対象を拡充するとともに、ユニバーサルデザイン化に要する

経費を追加するなど内容を充実。あわせて、長寿命化、転用、立地適正化、ユニバーサルデザイン化事業について、財政力が弱い団体であっても必

要な取組を着実に実施できるよう、財政力に応じて交付税措置率を引上げ。 【地方債計画額 Ｈ２９ ： ３，１５０億円 → Ｈ３０ ： ４，３２０億円】

〈対象事業〉延床面積の減少を伴う集約化・複合化事業 〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ５０％

①集約化・複合化事業

公共施設等の適正管理に係る地方債措置の拡充

充当率 ： ９０％

⑦除却事業

〈対象事業〉他用途への転用事業
〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％）

③転用事業

〈対象事業〉
【公共用の建築物】 施設（義務教育施設を含む）の使用年数を法定耐用年数を超えて延伸させる事業
【社会基盤施設（道路・農業水利施設・河川管理施設・砂防関係施設・海岸保全施設・治山施設・港湾施設・漁港施設・農道）】
所管省庁が示す管理方針に基づき実施される事業

〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％（注））

②長寿命化事業

〈対象事業〉 コンパクトシティの形成に向けた長期的なまちづくりの視点に基づく事業
〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％）

④立地適正化事業

〈対象事業〉昭和56年の新耐震基準導入前に建設され、耐震化が未実施の市町村の本庁舎の建替え事業等

〈充当率等〉充当率 ： ９０％（交付税措置対象分７５％）、交付税措置率 ： ３０％ ※地方債の充当残については、基金の活用が基本

⑥市町村役場機能緊急保全事業

（期間：平成29年度から平成33年度まで（⑥は平成32年度まで））公共施設等適正管理推進事業債

〈対象事業〉公共施設等のユニバーサルデザイン化のための改修事業
〈充当率等〉充当率 ： ９０％、交付税措置率 ： ３０％（財政力に応じて３０～５０％（注））

⑤ユニバーサルデザイン化事業【新規】

（注）義務教育施設の大規模改造事業に係る事業については、地方負担額に対する交付税措置率が、学校教育施設等整備事業債における義務教育施設の

大規模改造事業（地方単独事業）に係る当該値を下回らないよう設定

※下線部分をH30年度より追加

※①～⑦全て公共施設等総合管理計画に基づき行われる事業で、⑦を除き、個別施設計画等に位置付けられた事業が対象。ただし、インフラ長寿命化基本計画において個別施設計画に記載する

こととされている事項（対象施設、計画期間、対策の優先順位の考え方、個別施設の状態等、対策内容と実施時期、対策費用）が「施設整備計画」や「統廃合計画」等に全て記載されている場合は、

個別施設計画を策定しない場合でも、集約化・複合化事業等の対象となる。また、当該同種・類似の計画が一部の施設のみを対象としている場合でも対象となる。
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（交付税措置率）

（財政力指数）

○ 公共施設等適正管理推進事業債（充当率９０％）のうち

・転用事業 ・長寿命化事業 ・立地適正化事業 ・ユニバーサルデザイン化事業

に係る元利償還金の普通交付税の措置率について、平成３０年度同意等分より、

現在の一律３０％から拡充し、財政力に応じて３０～５０％とする。

財政力指数 交付税措置率

０．８以上 ３０％

０．４以上
０．８未満

財政力に応じて

３０～５０％（※）

０．４未満 ５０％

（都道府県、市区町村共通）

財政力指数と交付税措置率

※ 長寿命化事業及びユニバーサルデザイン化事業のうち、義務教育施設の大規模改造事業に係る事業については、地方負担額に対する交付税措置
率が、学校教育施設等整備事業債における義務教育施設の大規模改造事業（地方単独事業）に係る当該値を下回らないよう設定。

（義務教育施設の大規模改造
事業に係る事業の場合）

公共施設等適正管理推進事業債における交付税措置率について
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財務省（理財局）の取組について

平成３０年６月２２日
財務省理財局

第１０回コンパクトシティ形成支援チーム会議資料
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○ 施設の概要
所 在 地 東京都文京区後楽1丁目7番4外
延床面積 約9,400㎡

（うち国約4,400㎡、区約5,000㎡）
構 造 鉄筋コンクリート造
階 数 地上5階地下2階
入居官署 国：小石川税務署

東京第一営繕事務所
東京行政評価事務所
自衛隊東京地方協力本部

台東出張所
区：清掃事務所

区立幼稚園

○ 整備スケジュール
敷地調査、設計 平成30～31年度
建設工事 平成32～35年度
新庁舎使用開始 平成36年度以降

国公有財産の最適利用の先行事例①

≪国の合同庁舎と区の施設の合築整備 （東京都文京区） ≫

○ 事案の検討が始まった契機
国有地と区有地が隣接しており、小石川税務署等の耐震性不足解消のため、財務局から文京区に対し清掃事務

所等との一体的整備計画の検討を提案。
○ 基本方針等

小石川地方合同庁舎を整備のうえ、分散する行政機関を集約立体化させるとともに、清掃事務所、区立幼稚園
との合築をする。

○ 事案のポイント
文京区は、合築整備することにより、清掃事務所の老朽化等といった問題の解消が図られる。
国は、税務署等の耐震性能不足の解消及び自衛隊出張所の民間ビル借受の解消を図ることができる。

庁

舎

等

移

転

図

小石川税務署

区立幼稚園

新宿地方合同庁舎
・東京第一営繕事務所
・東京行政評価事務所

自衛隊東京地方協力本部
台東出張所

小石川地方合同庁舎

国土地理院の地図を加工して作成
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18



○ 施設の概要
所 在 地 山梨県南巨摩郡富士川町1760番-1

外2筆
延床面積 5,545㎡

（うち国4,018㎡、町1,527㎡）
構 造 鉄筋コンクリート造
階 数 地上5階
入居官署 国：甲府地方法務局鰍沢支局

甲府地方検察庁鰍沢区検察庁
鰍沢税務署
鰍沢労働基準監督署
鰍沢公共職業安定所

町：富士川町立図書館

○ 整備スケジュール
敷地調査、設計 平成29～30年度
建設工事 平成32～34年度
新庁舎使用開始 平成34年度以降

国公有財産の最適利用の先行事例②

≪国の合同庁舎と町立図書館の合築整備 （山梨県富士川町） ≫

○ 事案の検討が始まった契機
平成１８年１月に旧社会保険鰍沢病院跡地等を活用して国土交通省のシビックコア地区として「鰍沢町(現:富士川町)

シビックコア地区整備計画」を鰍沢町が策定。
○ 基本方針等

町内に分散する行政機関を富士川地方合同庁舎を整備のうえ集約立体化させるとともに、町立図書館との合築をする。
合同庁舎敷地については、町有地と国有地との交換により確保する予定。

○ 事案のポイント
富士川町は、「シビックコア地区整備計画」に基づき、町の中心市街地に国の官署と町立図書館を合築整備することに

より、 地域交流・活性化・情報発信等の拠点となる賑わい空間を創出するまちづくりを図る。
国は、老朽や狭隘が進み、町内に分散している行政機関を集約立体化することにより、老朽・狭隘の解消と総合的な耐

震安全の確保、国民利便性の向上を図る。

庁

舎

等

移

転

図

富士川地方合同庁舎

鰍沢労働基準監督署
甲府地方法務局鰍沢支局

鰍沢税務署

鰍沢区検察庁

鰍沢公共職業安定所

国土地理院の地図を加工して作成
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参考資料
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人口減少・過疎化
人口構成の変化

厳しい財政状況

施設の耐震化、
更新急務

地方公共団体の施設

現状、バラバラに計画！

国有財産の総括機関である財務省・財務局と地方公共団体が

相互に連携し、地域の庁舎等のニーズを新たに調整（マッチング）

国と地方公共団体の庁舎の集約化等 管
理
費
用
等
の
縮
減

ワンストップ
サービス化

耐
震
化
の
実
現

認可保育所

児童発達支援
センター

母子生活
支援施設

防災備蓄
センター

まちづくりへの貢献
余剰地の活用

売地

税外収入

国の庁舎等

人口減少

人口構成変化
への対応

地域における国公有財産の最適利用

○ 国も地方も、公的施設の耐震化への対応や、施設の老朽化への対応が求められています。
○ また、地域における人口減少に応じた、公共施設等の集約・再編・活性化が必要な状況です。
○ 国・地方ともに財政事情は極めて厳しい状況の中で、国有財産の総括機関である財務局と地方公共団体が連携しなが
ら、公的施設の効率的な再編及び最適化を図っていきます。

売却等
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国と地方公共団体が連携した国公有財産の最適利用（想定される連携イメージ）

まちづくり
計画全体図

○財産の活用を通じた地方公共団体との連携

（1）交換による庁舎等用地の取得
（2）地区計画型・二段階一般競争入札による処分 など

○地公体施設との集約・複合化
※利便施設（保育所、託児所、診療所、福祉施設、教育施設等）の併設

地公体図書館：老朽、狭隘

国庁舎：狭隘

地公体コミュニティ施設：老朽、
低稼働率

国庁舎：老朽

処分

処分

処分

処分

地公体資料館等：老朽

託児所、保育所等新設

中心街に
移転

施設の集約・複合化

地公体
事務官署

国
窓口官署

地公体
窓口官署

国
事務官署

地公体
窓口官署

国
窓口官署

空き床

地公体庁舎国合同庁舎

地公体
事務官署

○双方の施設の空き床の相互融通

空き床相互融通

【先行事例】≪地区計画活用型一般競争入札・二段階一般競争入札
による売却 二葉の里地区（広島県広島市）≫

地域のまちづくり計画や地域における様々な課題の解決に向けて国と地方公共団体が連携

国（財務局） 地方公共団体

売払い・交換

地区計画活用型入札等による売払い

民
間
セ
ク
タ
ー

（処分ノウハウの提供・共有）

国有地

国有地

公有地

整備方針

国有地・公有地の有効活用

国
事務官署狭隘

22

22



・国と地方公共団体等で国公有財産の最適利用に向けて協議会を立ち上げ

・協議会等において各メンバー間で相互の財産の情報共有や地域の課題の把握等を行い、
地域における国公有財産の最適利用の実現可能性等について検討・調整

「国公有財産の最適利用」に関する工程表

協議会の設置

最適利用の
推進

連携窓口
の設置

一件別情報の
提供

全市町村等と財務省財務局・財務事務所で国公有財産の情報共有等のため互いに連携窓
口を設置（平成26年８月）

財務省財務局・財務事務所より、都道府県経由で全市町村に対し、国有財産の一件別情報
を提供（平成26年10月）

地域における国公有財産の最適利用に向けた「最適利用プラン」を策定

「最適利用プラン」の実現によって、国公有財産の最適利用を推進

最適利用プラン
の策定

財務局 ： 国の庁舎等に関する情報を提供。
地方公共団体 ： 耐震化や建替計画、公共施設等総合管理計画に関する情報を提供。
地方整備局 ： 官庁施設の整備構想に関する情報を提供。

主要なメンバー
情報共有、
検討・調整
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基本的な考え方と手引の位置付け

（基本的な考え方）
●学校規模適正化の検討は、児童生徒の教育条件をより良くする目的で
行うべきもの。

●学校統合を行うか、学校を残しつつ小規模校の良さを活かした学校作り
を行うか、休校した学校の再開を検討するかなど、活力ある学校作りをど
のように推進するかは、地域の実情（学校が都市部にあるのか過疎地に
あるのか等）に応じたきめ細かな分析に基づく各設置者の主体的判断。

●コミュニティの核としての学校の性格や地理的要因・地域事情等に配慮
する必要。特に過疎地など、地域の実情に応じて小規模校の課題の克服
を図りつつ小規模校の存続を選択する市町村の判断も尊重。

●学校小規模化の影響について、学級数の観点に加え、学校全体の
児童生徒数やクラスサイズ等の様々な観点から整理。

公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引（要旨） (平成２７年１月２７日）

１

●スクールバス利用等、通学実態の多様化を踏まえ、従来の通学距離の基準（小学校：４ｋｍ以内、中学校：６ｋｍ以内）に加えて、通学時間
の基準を設定する場合の目安を提示。

⇒１時間以内を一応の目安として、市町村が判断
（適切な交通手段を確保し、遠距離通学のデメリットを一定程度解消する前提）

2 学校規模の適正化

3 学校の適正配置（通学条件）

【提示例】 小学校 （１～５学級） 複式学級が存在する規模
概ね、複式学級が存在する学校規模。学校全体の児童数や指導方法
等にもよるが、一般に教育上の課題が極めて大きいため、学校統合等
により適正規模に近づけることの適否を速やかに検討する必要がある。
地理的条件等により統合困難な事情がある場合は、小規模校のメ

リットを最大限生かす方策や、小規模校のデメリットの解消策や緩和
策を積極的に検討・実施する必要がある。

【学校小規模化の影響の例】

（手引の位置付け）
●必ずしも検討が進んでいない市町村も多く、検討に必要な資料
の提供等の国による支援が求められている。

●学校規模適正化や小規模校の充実策の検討に際しての基本的
方向性や考慮すべき要素、留意点等をまとめ、各自治体の主体
的な取組を総合的に支援する方策の一環として策定するもの。

●その上で、学校規模の標準（12～18学級）を下回る場合の対応の大
まかな目安について、学級数の状況毎に区分して提示。

（児童生徒への影響）
・社会性やコミュニケーション能力が
身につきにくい
・切磋琢磨する環境の中で意欲や成
長が引き出されにくい
・多様な物の見方や考え方に触れる
ことが難しい 等

（学校運営上の課題）
・クラス替えできず人間関係が固定化
・集団行事の実施に制約
・部活動の種類が限定
・授業で多様な考えを引き出しにくい 等
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●保護者・地域住民と教育上の課題やビジョンを共有し、理解を得ながら検討を進める上での工夫例を提示。

●小規模校のメリットを最大化し、デメリットを最小化することができるよう様々な工夫例を提示。

（内容例）

○小規模校の良さを活かす方策

・少人数であることを生かした教育活動（外国語の指導や実技指導等）の徹底
・個別指導・繰り返し指導の徹底等による学習内容の定着
・地域の自然・文化・産業資源等を活かした特別なカリキュラムの編成
・地域との密接なつながりを活かした校外学習・体験活動の充実 等

（内容例）

○統合の適否に関する合意形成
・小規模の課題の可視化と共有
・統合効果の共通理解
・保護者や地域代表が参画した統合プランの検討
・住民アンケートの実施 等

4 学校統合を検討する場合の留意事項

5 小規模校を存続させる場合の教育の充実方策

○魅力ある学校作り

・教育課程特例校制度等を活用した魅力的
なカリキュラムの導入
・コミュニティスクールの推進
・小中一貫教育の導入
・施設設備の充実 等

○統合により生じる課題への対応

・バス通学による体力低下への対応
・児童生徒の環境適応支援
・廃校校舎の地域拠点としての活用 等

○小規模校の課題を緩和する方策

・小中一貫教育による一定の学校規模の確保
・社会教育施設等との複合化による教育活動の充実
・ＩＣＴの活用による他校との合同授業
・小規模校間のネットワークの構築 等

●地域全体の振興策を総合的に検討する中で、一旦休校とした学校を再開させる取組に関して、具体的な工夫例を提示。

（内容例）

○一旦休校とした学校の再開に向けた工夫

・学校選択制の部分的導入等により人口集中地域から生徒を集める工夫
・山村留学・漁村留学の積極的な受け入れ
・学校再開を想定した休校の校舎等の維持・活用
（宿泊可能な設備の整備、伝統文化の保存・継承組織の活動拠点や
芸術家村としての活用） 等

6 休校した学校の再開

○再開後の小規模校の活性化

・小規模校のメリット最大化・デメリット最小化策の重要性
・地域の豊かな自然や地域住民とのふれあいの機会等を活かした
特別なカリキュラムの編成
・国の支援メニューの活用（施設整備・スクールバス購入補助等）
・多様な工夫や支援の活用に関する文部科学省に対する直接相談 等 27
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